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東京の空き家の実態



東京の空き家の実態
住宅スト ク数 空き家数 空き家率の推移

◇平成20年において住宅ストック数（約678万戸）は、総世帯数（約598万世帯）に対し1.13倍と
なっている。
◇空き家数は約 万戸 あり 空き家率は平成10年からほぼ横ば ある

• 住宅ストック数、空き家数・空き家率の推移

◇空き家数は約75万戸であり、空き家率は平成10年からほぼ横ばいである。

住宅ストック数と世帯数の推移
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東京の空き家の実態
• 空き家の種類別構成比など

◇東京都における空き家総数は、平成15年の66.5万戸から、平成20年は75.0万戸に増加した。
◇平成20年の東京都における賃貸用の住宅で空き家になっているもの49.2万戸のうち、非木
造の共同住宅が、33.4万戸と７割近くを占めている。

空き家の種類別構成比など
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造の共同住宅が、33.4万戸と 割近くを占めている。

賃貸用の住宅（空き家）の建て方・構造別の割合空き家の種類別構成比
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東京の空き家の実態
• 都内の活用可能な賃貸用の空き家

◇平成20年の東京都の空き家総数75.0万戸のうち、活用可能と想定される「腐朽・破損なし」
の賃貸用の空き家数は40.7万戸。

◇活用可能な賃貸用の空き家は周辺区に多い。

都内の活用可能な賃貸用の空き家

◇活用可能な賃貸用の空き家は周辺区に多い。

空き家　75.0万戸

賃貸用 49 2万戸 豊島区
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売却用 5.3万戸
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転勤・入院などのため居住世帯が長期にわたって不在の住宅
や建て替えなどのために取り壊すことになっている住宅など 3

売却用 万戸

その他　18.9万戸
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東京の空き家の実態

◇木造の活用可能な賃貸用の空き家は周辺区に多い。

• 都内の活用可能な賃貸用の空き家（構造別）
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東京の空き家の実態
• 建築時期、空き家継続期間など
◇建築時期では、昭和55年以前が３割強を占めている。
◇腐朽・破損の有無では、３割弱に腐朽・破損がある。
◇募集家賃は、10万円未満が約７割を占めている。
◇空き家継続期間では 3ヶ月未満が約４割 全体で1年未満の割合が約８割となっている。

建築時期、空き家継続期間な

◇空き家継続期間では、3ヶ月未満が約４割、全体で1年未満の割合が約８割となっている。

■募集家賃 N=144■建築時期（竣工時期）

空家実態調査における調査方法
現地調査で空家確認の後、空家所有者への調査票によるアンケートを実施。調査票の回収数は東京都で180件。

33 9%

0.6%

12.8%

昭和55年以前

昭和56年～平成2年

平成3年～平成12年

平成13年～平成21年 13 9%

1.4%
9.7%

0.7%

5.6% 8.3%

1～3万円未満
3～5万円未満
5～10万円未満
15～20万円未満
20万円以上
無回答

■建築時期（竣 時期）

33.9%

28.9%

23.9%

平成 3年 平成2 年

無回答

60.4%

13.9% 無回答

【参考】住宅全体
昭和55年以前 25.4%

昭和56年～平成2年 19.0%
平成3年～平成12年 21 6%

【参考】借家全体
1～3万円未満 11.7%
3～5万円未満 10.8%
5～10万円未満 52.5%
10～15万円未満 16.1%
15～20万円未満 3 7%

■腐朽・破損の有無 ■空き家継続期間

あり

平成3年 平成12年 21.6%
平成13年～平成21年 19.2%

不詳 14.8%
平成20年住宅・土地統計調査

10 0%
8.3% 1ヶ月未満

15～20万円未満 3.7%
20万円以上 1.8%

不詳 3.4%
1ヶ月当たり家賃・間代 7.8万円
注）1ヶ月当たり家賃・間代は家賃50円未満を含まない。

平成20年住宅・土地統計調査

27.2%

あり

なし

27.8%12.2%

6.7%

3.3% 10.0%

2 8%

1ヶ月未満

1～3ヶ月未満

3～6ヶ月未満

6～9ヶ月未満

9ヶ月～1年未満

1～2年未満【参考】住宅全体

5

72.8% 23.3%5.6%

2.8% 1～2年未満

2～4年未満

4年以上

無回答

【参考】住宅全体
あり 7.9%
なし 92.1%
平成20年住宅・土地統計調査

（資料）平成21年度空家実態調査/国土交通省



東京の空き家の実態
• リフォームの実施状況、募集状況など

◇リフォームは４割弱で行われ、天井･壁・床等の内装の改修工事が高い。
◇入居者又は売却先の募集状況では、約８割が賃貸として入居者を募集している。
◇売却先や入居者が決まらない原因は、「市況が悪いため」につぎ、「募集し始めたばかりであ

リフォ ムの実施状況、募集状況など

◇売却先や入居者が決まらない原因は、 市況が悪いため」に ぎ、 募集し始めたばかりであ
るため」が上位になっている。

■リフォームの実施状況 ■入居者又は売却先の募集状況

3.9%
16.1%

0.6% 購入者を募集

賃貸として入居者を募集

35.6%
行った

79.4%

賃貸として入居者を募集

売却と賃貸の両方で募集

非募集

64.4% 行っていない

26.1%
8.9%
8.9%
8.3%

天井・壁・床等の内装の改修工事
浴室の改修工事

屋根・外壁等の改修工事
台所の改修工事

■リフォームの実施状況（複数回答）
■売却先や入居者が決まらない原因（複数回答）

43.0%
市況が悪いため

N=151

6.1%
5.0%

2.8%
2.2%

1.7%
1.1%

7.8%
台所の改修 事
トイレの改修工事

冷暖房設備の改善・設置工事
その他

洗面所の改修工事
壁・柱・基礎等の補強工事

増築・間取りの変更
防音・遮音工事

32.5%

19.9%

15.2%

43.0%
募集し始めたばかりであるため

建物が古い・設備が傷んでいるため

募集家賃や売出価格を値下げしてい

ないため. %
1.1%
1.1%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30%

防音 遮音工事
窓・壁等の断熱・結露防止工事
高齢者等のための設備の工事
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11.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

居住面積が狭小であるため



東京の空き家の実態
• 所有者、建て方・構造、立地状況

◇所有主体別では、単独個人名義が７割を超え、法人が２割弱となっている。
◇建て方・構造別では、非木造の共同住宅が約６割、木造の共同住宅が３割となっている。
◇ 寄り鉄道駅からの距離では、1km未満で７割弱を占めている。
◇ 寄り鉄道駅ま 所要時間（徒歩） は 分未満 割強を占め る

所有者、建て方 構造、立地状況

◇ 寄り鉄道駅までの所要時間（徒歩）では、10分未満で６割強を占めている。

■所有主体 ■ 寄り鉄道駅からの距離

2.8%
1.7%0.6%

19 4%

単独個人名義

複数個人名義

法人

500m未満

500m～1km未満

1 以上19.4%

2.2% 73.3%

法人

都道府県・区市町村

都市再生機構・公社

その他

26.7%

40.6%

32.8%
1km以上

【参考】住宅全体
500m未満 39.2%

500～1km未満 34.3%

■ 寄りの鉄道駅までの所要時間（徒歩）■住宅の建て方・構造

7 2%7 8%
木造（一戸建・長屋建）

1km以上 26.5%
平成20年住宅・土地統計調査

22.2%

21.7%

8.3%
7.2%

5分未満

5～10分未満

10～15分未満

15分以上

32.9%

7.8%

59.3%

木造（共同住宅）

非木造（共同住宅）

【参考】住宅全体
木造（一戸建・長屋建） 26.7%

40.6%

15分以上

無回答
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長
木造（共同住宅） 10.3%

非木造（共同住宅） 59.3%
平成20年住宅・土地統計調査



東京の空き家の実態
• エレベータの有無、居住室数、延べ面積など

◇共同住宅の場合、エレベータのない空き家が７割を超える。
◇高齢者等のための設備については、約６割で設備がない。
◇住戸内の居住室数では、２室以下で７割弱を占める。

エレ タの有無、居住室数、延 面積など

◇住戸内の居住室数では、 室以下で 割弱を占める。
◇延べ面積では、15～30㎡が５割弱を占め、全体のうち40㎡未満が７割弱を占める。

■共同住宅の場合のエレベータの有無 ■住戸内の居住室数

27.7%

1.3%
あり

なし

不明

38.9%

8.9%

8.3%
1室

2室

3室

4室

5室以上

N=155

71.0%
27.8%

16.1% 5室以上

【参考】共同住宅全体
あり 49.8%
なし 50.1%
平成20年住宅・土地統計調査

【参考】借家（専用住宅）全体
1室 34.7%
2室 22.8%
3室 25.3%
4室 14 4%

■延べ床面積■高齢者等のための設備（複数回答）

2.2% 15～30㎡未満

30～40㎡未満

40 50㎡未満

4室 14.4%
5室以上 2.8%

平成20年住宅・土地統計調査

5.0%手すりがある

【参考】住宅全体
（平成20年住宅・土地統計調査）

31.9％

44.4%

19.4%

26.7%

7.2%

40～50㎡未満

50㎡以上

無回答

【参考】借家（専用住宅）全体
～30㎡ 43.4%

30 40㎡未満 17 2%

9.4%

16.1%

12.2%

手すり ある

またぎやすい高さの浴槽

廊下等が車椅子で通行可能

段差のない屋内

21.0％

16.2％

21.5％
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30～40㎡未満 17.2%
40～50㎡未満 13.8%

50㎡以上 25.6%
1住宅当たり延べ面積 37.74㎡

平成20年住宅・土地統計調査

12.2%
77.2%

0% 20% 40% 60% 80%

道路から玄関まで車いすで通行可能

これらの設備はない

16.4％

48.8％


